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特別セッション 

世界から見る原子力発電所の安全 ～「原子力発電の安全は今」～ 

Nuclear Power Plant Safety Now 

（４）原子力発電所の安全－社会からの問題提起 
 (4) Safety of Nuclear Power Station: Social Perspectives 
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1. 社会にとっての懸念の本質は何か 

日本においては、今や、人びとにとっての原子力事故の典型的見本例は、福島第一原子力発電所事故（福

島事故）である。福島事故と日本におけるそれまでの原子力事故やトラブルとの決定的な差異は、オフサ

イトに有意かつ長期な影響を広範に生じたことに他ならない。地域社会、あるいは社会一般にとっての懸

念の本質は、事故が起こるかどうかではなく、そうした深刻なオフサイト影響が生じるかどうかにある。 

2. 原子力発電所の安全と原子力防災の統合の必要性：真の住民保護のために 

従って、原子力利用を進める側が社会の懸念、疑念、不信に応えようとするのなら、原子力安全をオン

サイト・オフサイトで断絶させず、統合されねばならない。原子力安全の目的は、放射線被ばくの影響か

ら住民や環境を防護するのみならず、地域の生活環境やコミュニティ全体の存続を担保する広い意味での

住民保護である必要がある。万一の際の防護措置、被害が生じた場合の補償、そして被災者の支援、これ

らのいずれもが適切かつ充分になされるか、影響を受けた範囲の地域社会が遅滞なく日常を回復できるの

か、そして最終的に、受け入れがたいような不正義が生じないのかどうかこそが重要だ。 

この点で、まず、原子炉等規制法と原子力災害特別措置法の並立には多くの課題がある。避難計画の確

認が規制当局の規制行政の埒外になっている点、オフサイト防災における事業者の役割や責任が微妙で、

積極的な協力を促しがたい点などは特に問題だ。また、福島事故後の SPEEDI の活用をめぐる論争におい

て生じたように、異なる政府機関が具体的な防災上の手法について正反対の見解を示し、自治体に自己責

任を求めている点などは、実務上の課題にとどまらず、社会的公正の観点からも許容しがたい[1]。 

加えて、原子力賠償制度の制度改革が未完である点、賠償の範囲を超える、しかしコミュニティの維持

や社会正義の観点から必要性が生じる被災者支援のあり方についての議論や実務的な対応が等閑視されて

きた点も、同様に実務上と社会的公正の両面で看過しがたい状況にある。 

3. 社会の側から見た安全論議の必要性 

これらの点への原子力関係者の問題意識が弱く、解決に向けた声をあまり上げてこなかったことは、極

めて遺憾なことである。いくつかの司法判断における厳しい批判や、世論調査等において原子力に批判的

な意見が多数を占める状況が固定化している背景には、そうした態度への批判も大いに含まれると受け止

めるべきだ。プラント側から見た視点ばかりの論理構成、狭い意味での放射線影響に視野を狭めた議論は、

社会に見放される原因とはなっても、社会的支持や信頼にはつながらないであろう。 
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